
第４回不動産投資オーナーのESG意識調査

～ESG物件の価格上乗せ許容度がさらに向上～
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不動産投資のESG「重要だと思う」４年連続で増加

ESG対応物件価格上乗せ許容率４年連続増加（過去最多更新）

環境関連の法令・諸制度の変更「運用に良い影響」約半数
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01
不動産投資のESG「重要だと思う」４年連続で増加

重要だと考える理由「賃料収入などリターンに好影響をもたらす」初の１位
重要だと思う分野は「健康性・快適性の向上」で「気候変動への対応」を上回る

不動産投資のESGの認知度が向上

グローバル都市不動産研究所では、全国の投資

用不動産所有者400人に、不動産投資のESGに関

わる意識調査を行いました。この調査は、2021

年から実施しており、今回が４回目です。

1

①ESGの知名度

そもそも「ESG」という言葉を聞いたことがあ

るかを尋ねた結果、聞いたことが「ある」は

44.0％でした。前年の47.5％から減少しているも

のの、半数近くの水準を維持しています。

調査概要

■調査方法：インターネット調査

■調査期間：2024年１月12日～16日

■調査対象：投資用不動産保有者 400人

・年代 20代32人、30代150人、40代150人、

50代34人、60代34人

・職業 経営者・役員16人、会社員235人、

公務員20人、自営業・自由業43人、

専業主婦・主夫33人、パート・アル

バイト39人、その他14人

・年収 500万円未満103人、

500万円以上1,000万円未満158人、

1000万円以上120人、無回答19人

あなたは、「ESG」という言葉を聞いたこと
がありますか？

聞いたこと「ある」 半数近くを維持

33.8%

41.0%

47.5%

44.0%

66.3%

59.0%

52.5%

56.0%
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②不動産のESG投資の知名度

ESGとは別に、「不動産のESG投資」の認知を

尋ねました。「知っていた」は31.5％で、前年

から微減しました。前ページのESGの知名度も

③不動産のESG投資の重要度

不動産のESG投資の認知を問わず、その内容に

ついて、投資先を判断する材料・要素として重

要だと思うかを尋ねました。この結果、「重要

だと思う」は30.0％、「どちらかというと重要

だと思う」は50.5％で、合計80.5％が「重要だ

と思う（計）」と回答しました。「重要だと思

う（計）」は４年連続で増加しており、初めて

微減していましたが、この1年で「ESG」を使用

する報道が減っているとみられ、ESGという言

葉を認識する機会が減少している影響がありそ

うです。

８割の水準を超えました。

この設問は「不動産のESG投資」を認知してい

ない人にも聞いています。ESGという言葉を知

らなくても、投資先判断において環境・社会に

対する好悪の影響の考慮が重要だと考える不動

産投資家が、継続して増えていることが確認で

きました。

不動産投資において、リスク・リターンだけでなく、環境・社会への好悪の影響を考慮すること
「不動産のESG投資」といいますが、このことをご存じでしたか？

不動産のESG投資「知っていた」微減 報道量の減少が影響か

24.3%

30.5%

33.0%

31.5%

75.8%

69.5%

67.0%

68.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2021年

2022年

2023年

2024年

知っていた 知らなかった

こうした「不動産のESG投資」は、投資先を判断する材料・要素として重要だと思いますか。

不動産のESG投資 「重要」４年連続増加で初の８割超え

25.0%

31.0%

31.3%

30.0%

48.0%

44.8%

46.3%

50.5%

18.5%

13.8%

12.3%

9.8%

8.5%

10.5%

10.7%

9.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2021年

2022年

2023年

2024年

重要だと思う どちらかというと重要だと思う

どちらかというと重要ではないと思う 重要ではないと思う

77.6％

重要
（計）

75.8％

73.0％

80.5％
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④重要だと思う理由

不動産のESG投資が重要だと思うと回答した人

に対して、その理由を複数回答で尋ねました。

この結果、「賃料収入などリターンに好影響を

もたらすと思うため」 が前年から大きく向上

し、「中長期的な資産価値の維持に寄与すると

思うため」を上回って初の１位となりました。

環境規制の本格化や、環境対応物件の供給増に

伴い、環境未対応物件との比較によって賃料価

格に直接的な影響が出ると考えている層が増え

ていることが分かりました。

あなたが【重要だと思う／どちらかというと重要だと思う】と回答した理由を以下の中からすべて
お知らせください。

不動産のESG投資が重要だと思う理由 「リターンに好影響をもたらす」初の１位

56.2%

54.3%

40.1%

12.7%

0.0%

48.7%

52.3%

33.9%

11.0%

0.0%

50.8%

52.8%

37.3%

12.9%

0.0%

49.3%

51.7%

34.6%

9.9%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

賃料収入などリターンに好影響をもたらすと思うため

中長期的な資産価値の維持に寄与すると思うため

環境や社会の持続性のために、ひとりひとりができる

行動をすべきと思うため

自分の資産運用目的と合致するため

その他

2024年 2023年 2022年 2021年
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「不動産のESG投資」は、特にどのような分野が重要だと思いますか。
あてはまるものをすべてお知らせください。

「健康性・快適性の向上」が２年ぶり１位

エネルギー価格高騰が一段落したことで、入居者に対する提供価値の考え方に変化あり

50.6%

49.1%

45.7%

39.1%

20.2%

14.9%

6.8%

44.2%

47.1%

42.9%

37.7%

24.5%

17.4%

6.1%

48.8%

42.2%

47.9%

40.9%

23.8%

16.8%

7.3%

41.8%

47.6%

51.7%

33.9%

22.9%

15.8%

7.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

健康性・快適性の向上（例：防湿・防音、抗菌・非接触、

緑化・照明など快適さを増すデザイン性等）

気候変動への対応（例：省エネ性能、再生可能エネルギー

利用、ゴミ排出抑制機能、建材・廃材のリサイクル等）

地域社会・経済への寄与（例：空き家・空き店舗の再生、

近隣を巻き込んだ再開発等）

災害への対応（例：地震対策、台風・水害対策等）

超少子高齢化への対応（例：保育所設置、ヘルスケア施設

やクリニック併設等）

不動産を提供する企業・ファンドの適格性（法令順守、経

営能力等）

あてはまるものはない・わからない

2024年 2023年 2022年 2021年

⑤重要だと思う分野

不動産のESG投資が重要だと思うと回答した人

に対して、どのような分野で重要だと思うかを

尋ねました。最も回答率が高かった項目は「健

康性・快適性」でした。同項目は2022年に１位

で、2年ぶりにトップになりました。昨年の１位

だった「気候変動への対応」も回答比率は増し

ています。 ESG対応による入居者への提供

価値の考え方が変化したことが考えられます。

気候変動への対応の回答比率が増しているた

め、引き続き「入居者の光熱費抑制」は意識さ

れていることが分かりますが、エネルギー価格

の高騰が一段落したことで、居住の健康性・快

適性という日常的な暮らしの豊かさを提供価値

にしていきたいという投資家の意識がうかがえ

ます。
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02
ESG対応物件価格上乗せ許容率４年連続増加（過去最多更新）

ESG対応物件の購入時の増額 80.2％が許容 過去最多
今後の不動産投資でESGを「必ず意識する」も過去最多

⑥今後の不動産投資でESGを意識するか

今後の不動産投資で、ESGを意識するか尋ねた

結果、「必ず意識すると思う」が25.0％で過去

最多となりました。４つの選択肢の中では、

「投資目的によっては意識すると思う」が最も

多く44.0％、昨年よりも1㌽上昇しています。

「投資対象となる物件によっては意識すると思

う」は前年の19.0％から15.8％に減少しました。

「必ず意識する」が毎年増えていることから、

不動産投資においてESGを意識するべきとの考

え方が色濃くなってきていることが分かりま

す。

今後、不動産投資をする際に、「不動産のESG投資」を意識しますか。

今後の不動産投資でESGを「必ず意識する」過去最多

17.0%

20.5%

23.0%

25.0%

45.5%

45.0%

43.0%

44.0%

20.8%

19.8%

19.0%

15.8%

16.8%

14.8%

15.8%

15.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2021年

2022年

2023年

2024年

必ず意識すると思う

投資目的によっては意識すると思う

投資対象となる物件によっては意識すると思う

意識しないと思う

85.0％

意識する
（計）

85.3％

83.3％

84.8％
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⑦どのような目的であれば意識するか

今後の不動産投資でESGを意識すると回答した

人に対して、どのような目的なら意識するか尋

ねました。

この結果、「不労所得・売却益の獲得」が２年

連続で１位になりました。ESG物件に対して賃

料や資産価値の観点で注目している様子をうか

がうことができます。

どのような目的であれば「不動産のESG投資」を意識しますか。以下の中からあてはまるものをす
べてお知らせください。

不動産のESG投資を意識する目的は「不労所得・売却益」

47.8%

40.7%

39.2%

31.9%

21.5%

13.9%

10.3%

2.7%

47.6%

37.4%

30.6%

29.4%

23.5%

14.4%

8.2%

2.9%

42.2%

43.7%

41.6%

24.0%

21.4%

11.7%

8.8%

3.5%

43.2%

34.8%

41.1%

23.4%

16.8%

12.3%

5.7%

3.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

不労所得・売却益の獲得

余剰資金の活用

老後の年金対策

将来の住居としての取得

所得税・住民税対策

相続税対策

生命保険の代用

お子様の住居として

2024年 2023年 2022年 2021年
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⑧ESG投資を意識する物件

今後の不動産投資でESGを意識すると回答した

人に対して、どのような物件なら意識するか尋

ねました。

この結果、「ワンルーム区分マンション」が

38.3％で4年連続1位でした。これに「一棟マン

ション」が33.9％で次いでいます。顕著に回答

比率が増しているのは「戸建て」で、3割近くに

なりました。環境規制が強まる見通しが立って

きたことから、投資用のマンションや戸建ての

新築時におけるESG対応の意識が強まっている

ようです。

非レジデンスでは「一棟ビル」で回答比率が増

しています。コロナ禍の一段落によりリモート

ワークの実施率が下がっており、ビルでの環境

対応を意識して、入居企業のESG対応を後押し

する意向があると思われます。

どのような物件であれば「不動産のESG投資」を意識しますか。あてはまるものをお知らせくださ
い。

一棟マンションや戸建ての回答比率増加が目立つ

環境規制の動向を踏まえて一棟や戸建てなど新築時におけるESG対応を意識か

38.3%

33.9%

32.2%

29.8%

25.1%

15.9%

13.3%

11.2%

10.3%

8.8%

8.3%

3.5%

3.2%

2.9%

0.9%

40.0%

27.9%

29.7%

20.6%

22.6%

10.3%

8.8%

11.2%

12.4%

7.4%

8.2%

4.1%

9.1%

4.4%

42.2%

29.0%

32.6%

20.5%

21.4%

9.4%

7.0%

8.2%

6.7%

10.3%

8.8%

2.9%

6.2%

3.2%

32.4%

30.6%

27.3%

23.4%

23.4%

11.1%

7.5%

7.8%

8.1%

6.3%

6.3%

3.0%

0.9%

0.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

ワンルーム区分マンション

一棟マンション

ファミリー向け区分マンション

戸建て

一棟アパート

賃貸併用住宅

一棟ビル

事務所・店舗

商業施設

シェアハウス

ホテル

データセンター

物流・倉庫

海外不動産

その他

2024年 2023年 2022年 2021年
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⑨ESG対応物件の購入額

ESG対応を進めている物件の価格に対する影響

を探るため、ESG対応物件の購入額の増額に対

する意識を尋ねました。

この結果、「意識はするが、購入費用に差が出

ることは許容できない」の回答比率が減る傾向

が確認でき、80.2％が増額を許容する結果とな

りました。この許容度は過去最多です。

回答比率が多いのは「3～4％」でした。2022年

の20.5％から29.8％に上昇しており、おおよそ3

～4％程度の増額ならば許容しやすいと考えてい

る様子をうかがうことができます。

また、回答比率は低いものの「11％以上」を許

容する層は４年連続で増加しています。

立地・用途等の条件が同じで、「ESG対応を進めている不動産物件」と「そうではない不動産物件」
があったとします。ESG対応をしていない不動産物件と比較して、ESG対応を進めている不動産物件
が増額する場合、どの程度であれば許容できますか。

ESG物件購入費用増額80.2％が許容

（回答比率は少ないが「11％以上」が年々増加）

28.2%

27.6%

23.2%

19.8%

15.9%

19.4%

15.3%

16.2%

21.6%

20.5%

24.1%

29.8%

22.8%

20.8%

21.8%

21.8%

6.0%

4.4%

10.0%

7.1%

3.6%

5.6%

2.9%

2.4%

1.8%

1.8%

2.6%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2021年

2022年

2023年

2024年

意識はするが、購入費用に差がでることは許容できない

1～2％

3～4％

5～6％

7～8％

9～10％

11％以上

76.7％

許容する
（計）

72.4％

71.7％

80.2％
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03
環境関連の法令・諸制度の変更「運用に良い影響」約半数

省エネ住宅や環境認証の認知度もおおよそ半数程度
新築物件の省エネ基準適合義務化など諸制度変更 認知度4～5割

⑩省エネ住宅の認知度

省エネ住宅に関連するキーワードを提示し、認

知や所有状況、関心度を尋ねました。提示した

キーワードは「ZEH・ZEB」「LCCM」などで

す。

キーワードによって認知度は異なりますが、各

キーワードともにおおよそ半数前後が認知して

いることが分かりました。

あなたは、エネルギー消費を抑制できる「省エネ住宅」について、知っているもの・所有している
もの・興味があるものはありますか。あてはまるものを選んでください。（それぞれ１つずつ選択）

知っている

知らない
知っている

現在所有
している

過去に所有
していた

所有して
いないが
興味がある

（計）

ZEH・ZEB 29.8% 9.5% 3.5% 15.5% 58.2% 41.8%

LCCM 20.3% 9.8% 4.5% 14.3% 48.7% 51.3%

長期優良住宅 25.3% 12.8% 8.8% 18.3% 65.0% 35.0%

性能向上計画認定住宅 21.0% 9.0% 4.0% 18.3% 52.2% 47.8%

パッシブハウス 16.0% 8.5% 6.0% 15.8% 46.2% 53.8%

「エコまち法」（都市の低
炭素化の促進に関する法
律）に基づく低炭素建築物

18.0% 8.0% 7.3% 16.8% 50.0% 50.0%
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⑪環境認証の認知度

環境認証や環境評価基準に関連するキーワード

を提示し、認知や所有状況、関心度を尋ねまし

た。提示したのは「BELS」「CASBEE」などで

す。

省エネ住宅の調査結果と同様に、各キーワード

ともにおおよそ半数前後が認知していることが

分かりました。

あなたは、不動産の「環境認証」や「環境評価基準」について、知っているもの・所有しているもの
はありますか。あてはまるものを選んでください。（それぞれ１つずつ選択）

知っている

知らない
知っている

現在所有し
ている

過去に所有
していた

所有してい
ないが興味
がある

（計）

BELS 21.5% 9.5% 4.8% 13.8% 49.5% 50.5%

eマーク
（基準適合認定マーク）

25.0% 12.0% 4.5% 18.0% 59.5% 40.5%

CASBEE 16.5% 9.8% 6.3% 14.8% 47.2% 52.8%

DBJ Green Building認証 14.8% 8.5% 6.3% 17.3% 46.7% 53.3%

ENERGY STAR 15.0% 8.8% 7.8% 16.0% 47.5% 52.5%

LEED 15.8% 8.0% 8.0% 15.5% 47.2% 52.8%
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⑫不動産の環境対応の法令・制度変更認知

住宅・非住宅の環境に関わる法令・諸制度の変

更について、当面の主な動きをいくつか提示

し、変更されることを知っているか尋ねまし

た。2024年4月の省エネ性能ラベル表示の努力義

務化や2025年4月の新築物件への省エネ基準適合

の義務付けなど、「知っている」と回答したの

はおおよそ4割～5割でした。

知っているかどうかを問わず、こうした変更

が、不動産投資の運用に影響を与えるかを聞い

たところ、おおよそ半数前後が「良い影響を与

える」（「とても良い影響を与えると思う」

「良い影響を与えると思う」の合計）と回答し

ており、ポジティブにとらえていることが分か

りました。

あなたは、住宅・非住宅の環境に関する以下の法令・諸制度の変更についてご存じですか。
知っているものを選んでください。

知っている 知らなかった

2024年4月から、住宅・建築物を販売・賃貸する事業者に、省エネ
性能ラベルの表示が努力義務になること

49.3% 50.8%

2025年4月以降に着工するすべての新築住宅・非住宅（規模を問わ
ない）に省エネ基準適合が義務付けられること

44.8% 55.3%

LEED2030年度以降の新築住宅は、ZEH水準の省エネ性能が確保
されることを政府が目指していること 41.0% 59.0%

とても良い
影響を与える

と思う

良い影響を
与えると思う

どちらとも
言えない

悪い影響を
与えると思う

とても悪い
影響を与える

と思う

2024年4月から、住宅・建築物を
販売・賃貸する事業者に、省エネ
性能ラベルの表示が努力義務に
なること

19.0% 33.8% 41.5% 4.3% 1.5%

2025年4月以降に着工するすべて
の新築住宅・非住宅（規模を問わ
ない）に省エネ基準適合が義務付
けられること

15.8% 37.3% 42.0% 2.8% 2.3%

LEED2030年度以降の新築住宅は、
ZEH水準の省エネ性能が確保され
ることを政府が目指していること

15.3% 35.5% 42.3% 4.8% 2.3%

あなたは、前問の法令・諸制度の変更について、ご自身の投資用不動産の運用にどのような影響を
与えると思いますか。あてはまるものをすべて選んでください。（それぞれ１つずつ選択）

不動産の環境対応の法令・制度変更

「良い影響を与える」50%超
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都市政策の専門家 市川宏雄所長による分析結果統括

４年間でESGの意識が世の中に定着し、不動産投資にも
影響を与えるという認識が高まりつつある

12

不動産投資のESGに関わる意識調査は、今

回が４回目です。「ESG」という言葉の認知

はほぼ定着してきましたが、「不動産のESG

投資」についての質問では、投資先を判断す

る材料・要素として「重要だと思う」という

回答が４年連続で増加し、「どちらかという

と重要」の回答を加えると８割を超えまし

た。

その理由は「賃料収入などリターンに好影

響をもたらすと思う」がトップで、「中長期

的な資産価値の維持に寄与すると思う」がそ

れに続きます。では、どのような分野で重要

だと思うかの質問では、「健康性・快適性の

向上」「気候変動への対応」「地域社会・経

済への寄与」がトップ３でした。

これからの不動産投資でのESGの意識につ

いては、例年同様「投資目的によっては意識

すると思う」がトップである一方、「必ず意

識すると思う」が25.0％で過去最多となりま

した。不動産投資におけるESGへの意識は

年々、強まっていることが分かります。

どのような目的であれば「不動産のESG投

資」を意識するかについては、「不労所得・

売却益の獲得」「余剰資金の活用」「老後の

年金対策」がトップ３ですが、「将来の住居

としての取得」の回答が年々増加しているこ

とが注目されます。

今後、ESG投資を意識する物件は何かにつ

いては、「ワンルーム区分マンション」が４

年連続１位で、「一棟マンション」「ファミ

リー向け区分マンション」が次ぎますが、顕

著に「戸建て」の回答比率が増し、３割近く

に達しています。環境規制の動向を踏まえ、

一棟や戸建てなど新築時におけるESG対応を

意識していることが読み取れます。

さらに気になるのは、ESG対応を進めてい

る不動産物件の価格上昇許容度です。今回

は、回答者の８割がそれを許容し、 3～4％程

度の増額を３割の回答者が受け入れるという

結果ですが、11％以上でも受け入れる人も増

えつつあります。

こうした背景のひとつとして、物件の環境

対応に関する知識の浸透が考えられそうで

す。「ZEH・ZEB」「LCCM」など省エネ住

宅の仕組みや、「BELS」「CASBEE」など環

境認証について、おおよそ半数の人が知って

おり、新築物件の省エネ基準適合義務化など

の諸制度変更についても認知度が４～５割あ

ります。

わずか４年間での変化ではありますが、

ESGの意識が世の中に定着するとともに、そ

れが不動産投資に影響を与えるのだという認

識が着実に高まりつつあるという手ごたえを

得ることができます。
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